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摘　　　要

　本研究では，食生活のプロセスごとに直接的･間接的に排出される CO2 排出量を，� つ
の地域･団体を対象とした食生活に関するアンケート調査に基づき分析し，生鮮食料品お
よび飲料使用における地域･団体による差に着目した考察を行った。その結果，全体でみ
ると間接排出量が直接排出量をやや上回る結果となったが，北海道士幌町，宮崎県綾町や
生活クラブ東京では直接が間接を上回り，京都府八幡市，芝浦工業大学生の世帯では間接
が直接を上回った。一方，CO2 排出量の最も大きい行動プロセスは食材生産であり，その
次に排出量の大きいのは調理時，次いで片付け時の排出量であった。その次は貯蔵であ
り，さらにその次に買い物時の移動の排出量が大きかった。また，食材に付随する包装
の生産時，飲料やその容器の生産時の排出量も買い物へ行くことに匹敵する排出量であっ
た。一方食材や容器包装類の廃棄に起因する CO2 排出量は，食材生産などと比べると微
量であった。トータルのCO2排出量は若年単身世帯の多い大学生の世帯が少なくなったが，
食材生産に伴う排出量は輸入品の比率の小さい北海道士幌町や生活クラブ東京で少なく，
廃棄時の排出量は生ごみを自家処理したり分別の徹底している宮崎県綾町や北海道士幌
町が少なくなる傾向がみられた。
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ント

1．研究の背景と目的

　京都議定書の目標年次が近づいているにも関わ
らず，温室効果ガスの排出量は基準年の ���0 年
と比べ 200� 年現在 �.�％も上回っている�））。中で
も民生部門のエネルギー起源からの CO2 排出量は
高い伸びを示しており，基準年と比べ業務部門で
42.2％，家庭部門で �7.4％増加しており，運輸部門
でも ��.�％増加している。家庭部門の増加は，世帯
数の増加，家電製品の普及率の増加・大型化，生活
時間の多様化などが要因として言われており，また
運輸部門に関しては乗用車の走行量の増加や実走
行燃費の悪化，貨物自動車の走行量の増加などが原
因として言われている。
　これらには衣食住のライフスタイルが変化して
きたことと密接に関連していると思われる。なかで

も食生活においては，肉類や輸入品など多エネル
ギー消費型の食品を好んで食べるようになったこ
とや，車での買い物の増大，食品に付随する包装類
の増加，冷蔵庫の大型化，食べずに捨てられる食品
や包装類の廃棄量の増加などが進み，食生活に伴う
環境負荷が増大している。食生活は他部門のエネル
ギー消費を誘発しており，これを改善することは，
家庭部門の CO2 排出量を抑制するだけでなく，運
輸部門や産業部門の排出量を抑制することにもつ
ながっており，その誘発量を定量的に把握すること
が温暖化防止対策を多面的に考えるうえで重要と
考えられる。
　そこで本研究では，食生活のプロセスごとに直接
的・間接的に排出される CO2 排出量を推計しどの
プロセスで排出が多いかその要因を明らかにする
とともに，生鮮食料品および飲料使用における地
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域・団体による差に着目した考察を行い，食生活か
らの CO2 排出をより少なくするための提案を行う
ことを目的とする。
1.2　既往の研究と本研究の位置づけ
　生活からの環境負荷評価に関する既往研究とし
ては，生活時の環境配慮行動の CO2 削減効果をア
ンケート調査結果から推計した青柳らの研究2）），家
計による財・サービス行動とそれらの消費に伴う環
境負荷発生量をモデル化し推計した金森・松岡の研
究 �，4），4）4）），家計消費に由来する CO2 発生量を家計調査
と産業連関表を用いて推計した中村・乙間の研究 �））

などがある。一方家庭生活におけるライフサイク
ルエネルギーに関する研究としては，科学技術庁資
源調査会の調査 �））があり，モデル家庭における直接
エネルギー消費と間接エネルギーの比率をおよそ
�：4 と試算している。食に絞った研究としては加
工食品について LCA 分析を行った食品需給研究セ
ンター 7））のものがあるが，これは � 品目に限られて 
いる。
　本研究では，家庭生活全般（衣食住）のなかから，
もっとも日常的行動である食生活の一連のプロセ
スにおいて誘発される CO2 排出量を，既存統計か
らではなくアンケート調査により，生鮮食料品およ
び飲料使用の一連の行動プロセスにおける排出量
を定量的に把握し，地域・団体に差がみられるか分
析するものとする。地域・団体の CO2 排出の差を
明らかにすることは，生活者がどの場面でどのよう
な行動をとることが CO2 排出の抑制につながるか
を客観的に評価でき，一般市民の食生活の変更を促
す基礎資料となると考えられる。
1.3　研究の対象範囲
　本研究が対象とする食生活の行動プロセスは，図
� に示すように ｢ 購入 ｣｢ 食事 ｣｢ 廃棄 ｣ の � つに大
きく分けた。｢ 購入 ｣ では，食材の生産時・輸送時
CO2 排出プロセス（図中四角囲み部分，以下同様）
とそれに付随する包装類の生産時・輸送時 CO2 排
出プロセス，飲料とその容器の生産時・輸送時 CO2

プロセスおよび食材購入のための移動（以下買い
物とする）の CO2 排出プロセスを含むものとする。
一方食事においては，家庭内での食品の貯蔵，調理，
片付けプロセスを含むものとしたが，外食について
は推計が困難なため対象から除外した。さらに ｢ 廃
棄 ｣ では食材・包装・飲料容器の処理場までの輸送
エネルギーや焼却・埋立の及びリサイクルのプロセ
スを含めた注 �）�））。
　一方対象とする食材は，LCA データの入手可能
なこと，産地の特定可能なことを考慮して，肉・魚・
野菜といった生鮮食料品に限定する。生鮮食料品は

地域による差が出やすく，また調理が不可欠である
ことから購入，調理，廃棄といった一連の行動プロ
セスを追跡できる。これに対し加工品は複数の食材
の組み合わせである場合が多く調査が極めて困難
であることや，団体による差が出にくいことが予想
され本研究の目的からはずれることから，対象外し
た。一方，食材に付随する包装類や飲料容器につい
ては団体による差が出やすいこと，消費から廃棄ま
で一連の行動の追跡が可能なこと，LCA データが
入手可能なことから対象に加えた。
　次に直接的な排出および間接的な排出の定義を
次のように考えた。どの行動プロセスにおいても間
接的な排出が存在するが，ここでは買い物，貯蔵，
調理，片付けを直接排出（図 � の太線囲み部分），
その他を間接排出と定義する。ただし貯蔵，調理，
片付け時の電力消費も，直接的な排出として 2 次エ
ネルギーベースで扱うことにした。一方，買い物，
貯蔵，調理，片付け時の化石燃料の採掘・製造段階
での CO2 排出は，直接的排出とは言えないことか
ら対象から除外した。一方 ｢ 廃棄 ｣ プロセスにおけ
る，生ごみ処理機の利用に伴う電力消費は本来は直
接 CO2 排出であるが，ここではごみ収集のケース
との比較をするために，間接排出として扱った。

2．研究の方法

2.1　実態調査の概要
　アンケート調査は，7 つの地域・団体に行ったが，
地域及び団体の代表性を考慮して本研究では � つの
団体に比較対象を絞った。表 � に概要を示す。配布・
回収はそれぞれの地域・団体に適した方法で 2004
年 �0 月から �� 月にかけて行った。研究対象の総回
収数は ��� である。
　調査対象は団体ごとの特性の違いが結果に明確
に反映するよう，地域や都市・農村のバランスを考
慮して首都圏，近畿圏，北海道，九州とした。ま
た 4 人世帯が多い生協と単身世帯が多い芝浦工業
大学を対象として選定した。平均世帯人員は 2.� ～
�.� と 200� 年国勢調査全国平均の 2.�� 人を若干上
回っている。世帯内の個人（2,��2 人）の年齢構成
をみると，�0 歳未満が �％，�0 代が ��％，20 代が
20％，�0 代が �％，40 代が ��％，�0 代が 22％，�0
歳以上が �％となっている。
2.2　CO2 排出量の推計方法
　地域・団体による差を明らかにすることが本研
究の目的であるため，家族人数など世帯の属性に
よる違いに着目することが重要である。そこで CO2

排出量を比較する機能単位は � 日 � 世帯あたりと 
した。
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（1）	 食材生産時のCO2 排出量
　アンケート調査では � 日間の生鮮食料品の購入品
目と量を尋ねている。食材ごとの生産時 CO2 排出量
は，（独）物質・材料研究機構が LCA の計算のため
に整理した 4000 物質の �t あたりの CO2 排出量代表 
値�））に，当該食材の使用量を乗じ，さらに � 日あた

りに換算した。この LCA データは産業連関表の部
門品目別国内生産額表を用い細品目までの拡張し
たものであり，個別の食材ごとの燃料消費量を積み
上げ計算したものではないが，多種に及ぶ食材の誘
発 CO2 排出量を同一方法で算定した国内唯一のデー
タであり，本研究では有用と判断してこれを採用 

図1　食生活に関する行動プロセスと CO2 排出量推計の対象範囲

表１　地域・団体別の配布・回収方法と団体特性等

対象  生活クラブ東京
の組合員

芝浦工業大学学
生

京都府八幡市の
市職員･市民

北海道士幌町の
町職員

宮崎県綾町・女
性の集い 合計

実施時期 �0/�� ～ �� �0/�� ～ �� �0/22 ～ 2� �0/�� ～ �� ��/20 ～ 22
調査票の配布・
回収方法

配 達 員 が 配 布，
返信用封筒によ
り個別回収

授業で学生に宿
題として配布･回
収

市を通じて配布。
職員は一括回収，
市民は返信用封
筒で個別回収

町職員へ一括配
布，一括回収

町を通じて配布。
返信用封筒で個
別回収

配布 2�0 ��� ��0 �00 �00 ���  

回収枚数 ��� ��7 �� �2 �04 ��� 

回収率 ��％  ��％ ��％ �2％ ��％ �2％
地域 東京 首都圏 近畿圏 北海道 九州
地域・団体特性 生協組合員 単身世帯が多い 都市地域 農村地域 農村地域
平均世帯人数 �.� �.2 �.4 2.� �.2 �.2
� 人世帯数 � �� 7 �� � ��
2 人世帯数 �� 4 �� 2� 2� �4
� 人世帯数 �� �2 24 2� �� ��4
4 人世帯数 7� �� 27 �� �� �7�
� 人世帯数 2� �4 �2 � �� 7�
� 人世帯数 4 4 2 0 2 �2
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した。
　一方購入した食材の量は重量で示す必要がある
が，アンケートにおいてすべてグラム単位で問うの
は困難であるため，個数での回答も選択できるよう
にした。個数で回答があったものは，グラムへの換
算表�））によってグラム換算した。
（2）	 食材輸送時のCO2 排出量
　食材の産地についてはアンケート調査では国内
産のものは都道府県，海外産のものは国を記入して
もらった。居住地間の距離は県庁所在都市間の距離
とした，同一県内は特定団体の実態調査により一律
�0km とした。距離は国内に関しては市販の地図ソ
フト�0））を用いて最短道路距離を，海外に関しては航
空会社のマイレージ ��））を根拠として計算した。また，
沖縄を除く国内は陸路で，沖縄と海外に関しては空
輸での距離を海運で輸送されると仮定して，それぞ
れの交通手段の原単位 �2））を乗じて計算した。
（3）包装生産時のCO2 排出量
　アンケート調査では食材購入時に包装類が付随
したかどうかを聞いている。包装類は大きさや材質
がさまざまであるが，包装類の実測値より一律に仮
定して計算した。すなわち，ビニールが 4g でポリ
塩化ビニル製，紙箱が 20g で紙製，プラスチック容
器が �0g でポリエチレンテレフタレート製，緩衝材
が 4g でポリスチレン製，トレーが �g でポリスチレ
ン製とした。材質ごとの CO2 排出量はデータの均
一性を重視して食材生産と同じく（独）物質・材料
研究機構の LCA データ�））の CO2 排出量代表値を用
いた。一方，レジ袋についても，� 日間にもらった
枚数を尋ねているので，重量を �0g，材質を高密度
ポリエチレンと仮定して上記の LCA データを用い
て算定した。
（4）	 飲料中身・容器生産および輸送時の CO2 排	

出量
　飲料の中身生産時の CO2 排出量については，食
材生産と同じく（独）物質・材料研究機構の LCA
データの中身の種類ごとの CO2 排出量代表値を用
いた。一方容器生産時の CO2 排出原単位は容器間
比較研究会の LCA データ��））を用いた。この LCA デー
タは原油採取段階から容器の原料製造時の CO2 排
出プロセス，さらには飲料の輸送プロセスまで含む
ものであり，精度の高いデータと判断しこれを採用
した。アンケート調査では飲料の中身や容器の種類
と内容量，本数を聞いているが，容器生産時の CO2

排出量は内容量に比例するものと仮定し，内容量に
原単位を乗じて排出量を求めた注 2）2））。
（5）	 買い物時のCO2 排出量
　アンケート調査では買い物時の交通手段と店ま

での往復の所要時間を聞いている。CO2 排出原単位
はエネルギー・経済統計要覧 �4））の 2004 年の人キロ
あたり原単位を都市部の実績値から時速 20km と仮
定した場合の時間あたりの原単位に乗じて算出し
た。なお宅配については，生活クラブ千葉の配達時
の燃料使用実績注 �）�））から算出した。
（6）	 貯蔵時のCO2 排出量
　アンケート調査では，冷蔵庫のドア数と購入時期
を尋ねている。購入時期ごとの電力使用量は省エネ
ルギーセンターの資料から内容量 � リットルあたり
に換算した推計値を算出した。さらに � ドアを �00
リットルと仮定して，内容量と購入時期ごとの電力
使用原単位を乗じ，さらに CO2 排出係数を乗じて
世帯ごとの CO2 排出量を推計した。なお，アンケー
トでは冷蔵庫に保管している食材や壁との距離な
ども聞いているが，これらの差による消費電力の違
いは微少なものなので，本研究では一律に仮定して
計算した。
（7）	 調理・片付け時のCO2 排出量
　アンケート調査では日曜・月曜いずれかの朝食・
昼食・夕食の調理および片付け時に用いた調理機器
等とその使用時間を尋ねている。ここでは代表的機
種のパンフレット等から調べた調理機器等のエネ
ルギー原単位を時間あたりに換算し注 4）4）），これに使
用時間を乗じたものを合算して算出した。
（8）	 廃棄時のCO2 排出量
　生ごみの廃棄については，アンケートでは可燃ご
み，ボカシ・コンポスト，生ごみ処理機の � 通りの
中から選択式で処理方法を聞いている。個々の CO2

排出量原単位は，可燃ごみについては，焼却場に
おける補助燃料使用量とごみ収集車の輸送エネル
ギーを足したものとし注 �）�）），ボカシ・コンポストにつ
いてはエネルギー消費をゼロ，生ごみ処理機につい
てはバイオ式処理機の代表的機種注 �）�））の消費電力か
ら求めた。CO2 排出量はこれに生ごみの重量を乗じ
て計算したが，アンケートでは三角コーナーでの分
量で聞いているため，実測結果から三角コーナー �
杯分で �kg として計算した。
　また飲料廃棄時については，アンケート調査では
廃棄方法を聞いており，ごみとリサイクルに回る場
合の CO2 排出原単位が異なるとした。これに関し
ては容器間比較研究会 ��））が容器ごとの �00ml 容器
単位の原単位を推計しているのでこれを内容量 �ml
あたりに換算し，内容量の重量を乗じて CO2 排出
量を求めた。
　さらに，包装の廃棄もアンケート調査で廃棄方法
を尋ねており，材質による CO2 排出原単位が異な
ると考えられるがこれについては詳しい資料がな
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い。そこで材質をポリエチレンテレフタレートと仮
定して容器間比較研究会のペットボトルの焼却・埋
立時およびリサイクル時の原単位を採用し，これに
包装の重量を乗じて求めた。

3.	 CO2 排出量の推計結果と地域・団体別差異の
要因

3.1　全体的な傾向
　推計結果の総括表を表 2 に示した。直接排出量が
�,700gCO2/ 世帯・日注 7）7）），間接排出量が �,700gCO2/
世帯・日，合計で �2,400gCO2/ 世帯・日と，間接排
出量がやや上回る結果となった。食生活のプロセス
ごとにみると，食材生産時の排出量が最も多く，次
いで調理，後片付けと続いている。次いで貯蔵，買
い物，包装生産，飲料容器生産と続くが，廃棄に伴
う排出は他に比べると総じて小さくなっている。
　地域・団体別に合計排出量をみると，八幡市が最
も大きく，芝浦工業大学生の世帯が最も小さくなっ
ている。芝浦工業大学が最も小さいのは単身世帯
が約 4 割を占めているからである注 �）�））。直接排出量
と間接排出量の大きさを比較すると，生活クラブ東
京，北海道士幌町，宮崎県綾町は直接が間接を上回
り，芝浦工業大学，京都府八幡市は間接が直接を上
回っている。このように地域・団体によって行動プ
ロセスによる CO2 排出量に大きな違いが見られる。
　以下，その違いの要因について個別に分析する。
3.2　食材生産時のCO2 排出量
　食材生産時の CO2 排出量を地域・団体別に比較
すると，全体では �,200gCO2 となった注 �）�））。地域・

団体別にみると士幌町が 4,�00gCO2 と最も小さく
なっている。図 2 に � 日あたりの購入量を示した。
士幌町が小さいのはヒアリングによれば，この時
期いも・豆類を商店からは購入していないためであ
る。一方八幡市の排出量が大きいのは生産時排出
原単位の大きい肉類・乳製品の消費量がそれぞれ
2�0g と多いためである。
3.3　食材輸送時のCO2 排出量
　食材生産時に比べ排出量は �00 分の � 以下になっ
ている。全体の 42gCO2 に対し，士幌町の排出量が
��gCO2 と極めて小さくなっている。図 � に � 日間
の購入品目数を産地別割合で示した。士幌町は � 割
の食材を道内で調達しているため，輸送時の排出量
が小さい。綾町も品目数は多いが県内産割合が � 割
と高い。また生活クラブ東京も購入品目数が多いの
に CO2 排出量が 27gCO2 と小さいのは，国産品の割
合が高いためである。
3.4　包装生産時のCO2 排出量
　全体での排出量は 240gCO2 であり，後に述べる
買い物時の排出時に近い値を示している。最も少
ないのは生活クラブ東京の ��0gCO2 であった。図
4 に包装類種類別の � 日あたり平均使用個数を示し
た。全体の使用数は 2.� 個（うちレジ袋 0.� 枚）であっ
た。使用量でみると，生活クラブ東京は士幌町に次
いで 2 番目に小さいが，CO2 排出原単位の大きいト
レーの使用が最も少ないため，CO2 排出量では最も
少なくなっている。芝浦工業大学はレジ袋の使用枚
数が �.� 枚と大きいため，使用個数が 2 番目に大き
くなっている。

表2　推計結果の総括

gCO2/ 世帯・日 食材生産 食材輸送 包装生産 飲料容器生産 買い物 貯蔵 調理

全体 �,200 4� 240 2�0 240 ��0 2,�00 

生活クラブ東京 4,�00 27 ��0 ��0 �0 ��0 �,000 

芝浦工業大学 4,700 4� 2�0 2�0 �20 ��0 �,400 

京都府八幡市 �,700 �� 2�0 2�0 2�0 �20 �,200 
北海道士幌町 4,�00 �� ��0 �70 ��0 ��0 4,�00 

宮崎県綾町 �,�00 47 2�0 ��0 2�0 ��0 4,�00 

gCO2/ 世帯・日 後片付け 食材廃棄 包装廃棄 飲料容器廃棄 直接計 間接計 総計
全体 2,000 2.� 2.� �.4 �,700 �,700 �2,400 

生活クラブ東京 �,�00 2.� 2.4 0.7 �,�00 �,�00 �2,�00 

芝浦工業大学 �,�00 2.� 2.� 2.7 �,000 �,200 �,200 

京都府八幡市 2,�00 2.� �.0 �.� �,�00 �0,�00 ��,�00 

北海道士幌町 2,�00 �.� �.� 0.� �,200 4,�00 �2,�00 

宮崎県綾町 2,000 �.4 2.� �.2 7,700 7,�00 ��,000 
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3.5　飲料・容器生産時のCO2 排出量
　全体の排出量は 2�0gCO2 で，買い物時と近い数値
を示している。排出量が最も少ないのは綾町の ��0 
gCO2 であり，生活クラブ東京が ��0gCO2 でこれに
次いでいる。中身生産時の排出量に大きな差はな
く，容器の種類によって団体間の差がついている。
購入本数を容器種類別に示したものが図 � である。
これをみると，� 日あたりでは 0.� ～ 0.� 本と地域・

団体でそれほど開きはないが，生活クラブ東京は容
器製造時排出原単位の小さいリターナブルびん使
用本数が多いため，同団体の排出量を押し下げて 
いる。
3.6　買い物時のCO2 排出量
　全体の排出量は 240gCO2 であり，排出量が最も
少ないのは生活クラブ東京の �0gCO2 であった。一
方排出量が最も多いのは士幌町の ��0gCO2 であっ

図2　� 日あたり購入量

図3　購入品目数の産地別割合
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た。図 � に買い物の移動手段別割合を示した。士幌
町は車での買い物が全体の � 割を超え，また乗車時
間も長いため排出量が多くなった。一方，生活ク
ラブ東京が最も CO2 排出量が少なくなっているが，
これは排出原単位の小さい宅配の割合が � 割を超え
るためである。また芝浦工業大学は単身者が多いた
め徒歩・自転車が多く，排出量も �20gCO2 と生活
クラブ東京の次に小さくなっている。

3.7	貯蔵時のCO2 排出量
　全体の排出量は ��0gCO2 であり，排出量が最も
少ないのは芝浦工業大学の ��0gCO2 であった。こ
れは単身者が多く，2 ドア以下の冷蔵庫の保有者が
半数に達しているためである。全体での平均ドア数
は �.4 ～ �.� と団体別に大きな差はみられない。
3.8　調理・片付け時のCO2 排出量
　全体の排出量は調理時が 2,�00gCO2 であり，片付

図4　包装類種類別の � 日あたり平均使用個数

図5　容器種類別購入本数
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け時が 2,000 gCO2 であった。芝浦工業大学が調理・
片付け時を合わせた CO2 排出量が最も小さくなっ
ている。これは単身者が多く，外食が多いためと考
えられる。一方，CO2 排出量が最も大きいのは士幌
町で，調理時 4,�00gCO2，片付け時 2,�00gCO2 であ
る。綾町も 4,�00gCO2，2,000gCO2 と大きくなって
いる。これは家族揃って自宅で食べる割合が最も高
いためである注 �0）�0））。

　調理・片付け時の � 人あたりの CO2 排出量をみ
ると，� 人が 2,�00gCO2，2 人が �,200gCO2，� 人が
�,�00gCO2，4 人が �,400gCO2，� 人が �,200gCO2，�
人以上が �00gCO2 となった。このように 2 人より
も � 人以上で食事をすれば，CO2 排出量が抑制する
ことができる。
3.9　廃棄時のCO2 排出量
　全体でみると，食材廃棄 2.�gCO2，包装廃棄

図6　買い物の交通手段

図7　生ごみ処理の方法
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2.�gCO2，飲料容器廃棄 �.4gCO2 となっている。�
つの合計値は �.�gCO2 で，士幌町が �.2gCO2 で最も
少なく，芝浦工業大学が 7.7gCO2 で最も多くなって
いる。
　食材廃棄について生ごみ処理の方法をみると（図
7），綾町が畑・家庭菜園とコンポストで � 割を占め
ている注 ��）��））。士幌町はコンポストが多く他の自家処
理を合わせて 4 割近くを占めていることが，排出量
を押し下げている一因となっている。他の地域・団
体は，圧倒的に自治体収集が多く，しかもこれらは
可燃ごみ収集である。
　次に包装類の廃棄について図 � に示した。� 日あ
たり平均廃棄個数は全体で �.� であり，使用枚数と
ほぼ同等であった。廃棄個数が最も少ないのは士
幌町の �.� 個であるが，これらもほとんどが資源ご
みとして出されており，CO2 排出量も最も少なく
なっている。他の地域は可燃ごみとして出す割合が 
高い。
　さらに飲料容器の返却先割合についてみたもの
が図 � である。士幌町が資源ごみとしての回収割合
が最も高くなっている。生活クラブ東京が製造元へ
の返却割合が高くなっており，そのため CO2 排出
量も最小となっている。芝浦工業大学がごみとして
廃棄する割合が高く，そのため CO2 排出量が最大
となっている。

4．地域・団体による差に着目した考察

　生活クラブ東京は，包装生産時，買い物時の CO2

排出量が最も少なくなっており，食材生産時，食材
輸送時や飲料容器生産時も少ない。宅配の導入に
よって買い物による移動が少なくてすみ，飲料容
器もかなりの商品でリターナブルびんを導入して
いることが環境負荷の少なさとなって現れている
といえる。その一方で調理・片付け時の CO2 排出
量は � 番目に高かった。アンケート調査結果によ
ればこれは家族一緒に自宅で食事しているためで，
これをもって環境負荷が大きいとは言えないとい 
える。
　芝浦工業大学は学生の一人暮らしが 4 割と多いた
め，トータルの世帯での CO2 排出量が最も少なかっ
た。特に調理・片付け時の排出量が全体の半分程度
と極端に少なくなっていた。これはアンケート調査
結果から食事を外食で済ませているためであり，本
研究で推計できなかった外食分のエネルギー消費
量を加算すると必ずしも環境負荷の低い団体とは
言えないと思われる。また飲料容器生産や包装廃
棄，飲料容器廃棄について排出量が大きくなってお
り，ペットボトル飲料を多く使用しレジ袋も多くも
らっており，容器包装類を分別せず廃棄するなど，
環境に良い行動を取っているとは言い難い団体で
あるといえる。
　京都府八幡市は全体での CO2 排出量が最も高く
なった。特に食材生産，食材輸送，飲料容器生産の
排出量が全団体中最も大きくなった。これは肉類・
乳製品などエネルギー消費の大きい購入が多かっ
たこと，また近畿圏の内陸部に位置し輸入品の購入

図8　包装類の廃棄先
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品目が多かったことが影響している。
　北海道士幌町は食材生産，食材輸送，廃棄時の排
出量が最も少なくなっている。士幌町は北海道でも
有数の農業生産地域であり，ヒアリングによると食
材を農家などから自前で調達している割合が大き
く，また生ごみを自家処理したり包装類の分別が
徹底されていることがこの種の環境負荷を少なく
しているといえる。その一方で，調理・片付け時の
CO2 排出量は最も高かった。これは家族一緒に自宅
で食事しているためで，これをもって環境負荷が大
きいとは言えないといえる。また買い物時の排出量
が最も大きかったが，町の面積が大きく，商店まで
の距離が離れており自動車で買い物に行かざるを
得ないことが原因であると思われる。
　宮崎県綾町は有機農業や一坪菜園運動の町とし
て知られているが，全体的には排出量はやや多めの
結果となった。これは調理・片付け時の CO2 排出
量が 2 番目に高いことが効いているが，調査結果に
よれば家族一緒に自宅で食事しているためで，これ
をもって環境負荷が大きいとは言えないといえる。
他の排出量の数値は目だって小さいものはないが，
地元食材（特に綾町産）の割合が高かったり，生ご
みを畑・家庭菜園へ埋めている割合が 4 割と圧倒的
に大きいなどの特徴が現れていた。

5．ま と め

5.1　CO2 排出の少ない食生活への示唆
　本研究では生鮮食料品および飲料について，食生

活のプロセスごとに直接的・間接的に排出される
CO2 排出量を推計しどのプロセスで排出が多いかそ
の要因を明らかにするとともに，地域・団体による
差に着目した考察を行った。その結果，食生活から
の CO2 排出をより少なくする方法として，次のよ
うな示唆が得られた。
・CO2 排出量の最も大きい行動プロセスは食材生産

であることが明らかになった。このことから食材
を無駄なく使い食材の使用量を減らすとともに，
肉類や乳製品などエネルギー原単位の大きい食
材の購入量を抑制すると効果的であるといえる。
また相対的な CO2 排出量は小さいが，北海道士
幌町や生活クラブ東京など輸入品より県内産や
国内産の食材を購入している地域・団体の排出量
が小さくなった。したがってフードマイレージの
考え方に沿って地産地消を進めることが有効で
あるといえる。

・その次に排出量の大きいのは調理時，次いで片付
け時の排出量であった。このことから，調理機器
のこまめな管理により使用時間を短縮すること
などが対策として考えられる。また 2 人以上であ
れば，できるだけ大人数で揃って食事をすること
が排出量を抑制することに効果的であることが
明らかになった。

・その次に大きいのは貯蔵であり，さらにその次に
買い物時の移動が大きい。徒歩・自転車で買い
物に行くことがもっとも良いことは自明である
が，生活クラブ東京の排出量が最も小さくなった

図9　飲料容器の返却先
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ことに代表されるように，宅配の利用も効果的で 
ある。

・食材購入時の包装生産時の排出量も買い物へ行
くことと匹敵する排出量があった。無駄な包装を
少なくしている生活クラブ東京の排出量が最も
小さくなったことに代表されるように，レジ袋や
余分な包装を削減することが効果的であるとい
える。

・飲料容器に関しても包装に匹敵する排出量が
あった。生活クラブ東京が最も小さくなったこと
に代表されるように，リターナブルびんを導入す
ることが有効である。

・食材や容器包装類の廃棄に起因する CO2 排出量
は，食材生産などと比べると微量であり，他の行
動で頑張ったほうが効果は上がるといえる。しか
し士幌町や綾町のように生ごみを自家処理するこ
とが CO2 削減につながることが明らかになった。
5.2　今後の課題
　本研究では外食や加工品に関する CO2 排出量が
不明であったため，これを抜いた分析となったため
に，外食やファストフード食品を購入しない地域・
団体のほうが調理・片付け時の排出量が大きくなっ
てしまった。したがって今後は外食や加工品を含め
た食生活全体の LCCO2 を求め分析することが必要
である。また，調理機器類や生ごみ処理機などの原
単位は定格値であり実測値でないために若干多め
に出ていることが考えられる。したがってこれらの
原単位の精緻化が求められる。さらに家族人数，世
帯属性別にも特徴の大きな差異が現れているので，
機会を改めて分析したい。
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補 注

注 �）｢ 買い物 ｣｢ 貯蔵 ｣｢ 調理・片付け ｣ 時の化石燃
料の採掘・製造段階から排出される CO2 も LCA

の考え方からいえば入れるべきであるが，ここで
はこれらの行動プロセスを直接排出と定義したい
ために，推計対象から除外した。また，包装輸送
時の CO2 排出は �0t トラックで �00km 輸送したと
して 0.00�gCO2 程度と微少であるので推計には入
れていない。さらに，調理や片付け時の水使用に
伴う CO2 排出は � リットルあたり 0.�4gCO2，洗剤
使用の際は � グラムあたり 2.�gCO2 と給湯による
CO2 排出量に比べ極めて微少であり，またこれら
の記入はアンケートの回答者の手間も膨大となる
ことから本研究では除外した。

注 2）容器間比較研究会では製造時から廃棄・資源化
までの環境負荷原単位を �00ml 容器 � 本あたりで
算出している。なお，リターナブルびんは � 回使
用の場合と 20 回使用の場合に 2 種類の試算があ
るが，ここでは 20 回使用のほうを採用した。

注 �）宅配に関しては，日本生活クラブ連合会中村秀
次氏からのデータ提供を受けた。生活クラブ千葉
の 2004 年 � 月の燃料使用量から CO2 排出量を算
出し，これを会員数 22,702 人，及び � か月分の配
達回数 4 で割った値を，� 世帯 � 回あたりのエネ
ルギー消費量として使用した。

注 4）各社製品や製造時期によって原単位は異なるが，
それらをアンケート調査で尋ね，細かく設定する
ことは困難と判断し，調理機器ごとに一律の原単
位を採用した。本研究で使用した原単位は機器の
数が多くここには列挙できないので，以下の Web
に掲載した。

 h t t p : / / w w w. s i c . s h i b a u r a - i t . a c . j p / ~ n a k a g u t i /
kenkyuuseika/shokuseikatsu/index.htm

注 �）焼却場の補助燃料使用量については，さいたま
市の ���� 年，2000 年度重油使用実績から 0.��gCO2/
kg と仮定し，ごみ収集車の輸送エネルギーにつ
いては実積載量 �.4t のパッカー車が燃費 �km/l で
�0km 走行するとして 0.�7gCO2/kg とし，合わせて
CO2 排出量を �.2�gCO2/kg とした。

注 �）N 社製 TK4�0（一般地・寒冷地兼用，屋外設置型，
脱臭機能付）のカタログをもとに 0.24gCO2/kg と
仮定した。

注 7）温室効果ガスインベントリオフィスによる 200�
年の民生部門家庭 CO2 排出量から計算した直接排
出量は約 �,�00 gCO2/ 世帯・日であるので，食材
輸送を除く直接排出量の約 � 割を占めることにな
り，これまでの知見からはやや過大推計と思われ
る。調理・片付けの原単位がやや大きめに設定さ
れていることが原因ではないかと思われる。

注 �）単身世帯の総 CO2 排出量は �,�00 gCO2/ 世帯・日
と全平均の約半分である。

注 �）年間トータルでみると ��7kg-C であり，家計調
査らか求めた中村・乙間論文の 2 人以上世帯の
�27kg-C より若干大きくなっている。本研究は調
査日が金土日の � 日間であり，まとめ買いなどの
ために若干大きく出たものとみられる。
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注 �0）アンケート調査では家族の食事時刻も尋ねてい
るが，全員一緒に食事をした割合は士幌町が �7％
で最も高く，綾町が 70％でこれに次いでいる。同
一食事割合の最も低いのは芝浦工業大学の 4�％で
あった。

注 ��） 綾町は残りの 4 割の自治体収集についても，生
ごみを分別して収集し焼却していないため，実際
の CO2 排出量はさらに小さくなっていると思わ 
れる。
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Study of the state of CO2 emissions from food life 
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Takahiro NAKAGUCHI*

(* Department of Architecture & Environment Systems, Shibaura Institute of Technology, 
�07, Fukasaku, Minuma Ward, Saitama City, ��7-��70, Japan)

Abstract

The purpose of this study is to estimate direct and indirect CO2 emissions being generated 
from food life by investigating five area group’s food life style, and to consider differences between 
these groups. All group’s indirect emission total is larger than the direct emission total. But in Aya 
town, Shihoro town and COOP Tokyo direct emission is larger than indirect one total. On the other 
hand, in Yawata city and households of Shibaura university student’s indirect emission is larger 
than direct one.

CO2 is emitted mostly in food production process, next is in cooking process, and next is in the 
gasoline exhaustion when people go to shopping by vehicles. The amount of CO2 emitted during 
producing the food or drink package is as much as the amount of emission during the transportation 
of foods to the shops. There is little amount of emission during the disposing process.

There is less emission of CO2 in the households of university students than the other groups in 
the total emission because the number of individual households is many. COOP and Shihoro town 
have less emission than the other groups in food production process because they consume local 
foods than imported foods. Aya town and Shihoro town have less emission than the other groups in 
food disposal process because they recycle disposed foods.
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